




 

 

 

序     文 

 

日本国政府は、アルメニア共和国政府の要請に基づき、同国向けの貧困農民支援に係る調査を行う

ことを決定し、独立行政法人国際協力機構がこの調査を実施しました。 

当機構は、平成 18年 9月 3日から 9月 21日まで調査団を現地に派遣しました。 

調査団は、アルメニア共和国政府関係者と協議を行うとともに、現地調査を実施し、帰国後の国内

作業を経て、ここに本報告書完成の運びとなりました。 

この報告書が、本計画の推進に寄与するとともに、両国の友好親善の一層の発展に役立つことを願

うものです。 

終りに、調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。 

 

 

平成 19年 12月 

 

独立行政法人 国際協力機構 

    無償資金協力部長 中川 和夫 
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1 1964年以降の関税引下げに関する多国間交渉（ケネディ・ラウンド）の結果、穀物による食糧援助に関する国際的
な枠組みが定められ、我が国では 1968年度より食糧援助が開始された。上記経緯から我が国の食糧援助はケネディ・
ラウンドの略称である KRと呼ばれている。その後、開発途上国の食糧問題は基本的には開発途上国自らの食糧自給
のための自助努力により解決されることが重要との観点から、1977年度に新たな枠組みとして食糧増産援助を設け
農業資機材の供与を開始した。本援助は食糧援助の KRの呼称に準じ 2KRと呼ばれている。2005年度に食糧増産援
助は貧困農民支援となり従来の食糧増産に加え貧困農民・小規模農民に併せて裨益する農業資機材の供与をめざすこ

ととなったが、本援助の略称は引き続き 2KRとなっている。なお、食糧増産援助/貧困農民支援の英名は Increase of 
Food Production / Grant Assistance for Underprivileged Farmersである。 
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1.0 US$ = 336AMD （アルメニアドラム） （2006年 9月 4日 実勢レート） 
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第１章 調査の概要 

1-1 背景と目的 

 (1) 背景 

日本国政府は、1967年のガット・ケネディラウンド（KR）関税一括引き下げ交渉の一環として成

立した国際穀物協定の構成文書の一つである食糧援助規約2に基づき、1968年度から食糧援助（以下、

「KR」という）を開始した。  

一方、1971 年の食糧援助規約改訂の際に、日本国政府は「米又は受益国が要請する場合には農業

物資で援助を供与することにより、義務を履行する権利を有する」旨の留保を付した。これ以降、日

本国政府は KRの枠組みにおいて、米や麦などの食糧に加え、食糧増産に必要となる農業資機材につ

いても被援助国政府がそれらを調達するための資金供与を開始した。 

1977年度には、農業資機材の調達資金の供与を行う予算を KRから切り離し、「食糧増産援助（Grant 

Aid for the Increase of Food Production）（以下、後述の貧困農民支援と共に「2KR」という）」として新

設した。 

以来、日本国政府は、「開発途上国の食糧不足問題の緩和には、食糧増産に向けた自助努力を支援

することが重要である」との観点から、毎年度 200～300 億円の予算規模で 40～50 カ国に対し 2KR

を実施してきた。 

一方、外務省は、平成 14年 7月の外務省「変える会」の最終報告書における「食糧増産援助（2KR）

の被援助国における実態について、NGO など国民や国際機関から評価を受けて情報を公開するとと

もに、廃止を前提に見直す」との提言を受け、同年 8 月の外務省改革「行動計画」において、「2KR

については廃止も念頭に抜本的に見直す」ことを発表した。 

外務省は、2KR の見直しにあたり国際協力事業団（現独立行政法人国際協力機構、以下「JICA」

という）に対し、2KR という援助形態のあり方を検討するために調査団の派遣（2002 年 11 月～12

月）を指示し、同調査団による「2KR実施計画手法にかかる基礎研究」の結果も踏まえ、同年 12月

に以下を骨子とする「見直し」を発表した。 

 

① 農薬は原則として供与しないこと 
② ニーズや実施体制につきより詳細な事前調査を行い、モニタリング、評価体制を確認した上

で、その供与の是非を慎重に検討すること 
③ 上記の結果、平成 15年度の 2KR予算は、対 14年度比で 60%削減すること 
④ 今後も引き続き、国際機関との協議や実施状況のモニタリングの強化を通じて、2KRのあり
方につき適宜見直しを行うこと 
 

上記方針を踏まえ外務省は、平成 15年度からの 2KRの実施に際して、要望調査対象国の中から、

予算額、我が国との 2国間関係、過去の実施状況等を総合的に勘案した上で供与対象候補国を選定し、

JICAに調査の実施を指示することとした。 

また、以下の三点を 2KRの供与に必要な新たな条件として設定した。 

① 見返り資金の公正な管理・運用のための第三者機関による外部監査の義務付けと見返り資金

                                                  
2
現行の食糧援助規約は 1999年に改定され、日本、アメリカ、カナダなど７カ国、および EU（欧州連合）とその加
盟国が加盟しており、日本の年間の最小拠出義務量は小麦換算で 30万 tとなっている。 

1



 

 

の小農支援事業、貧困対策事業への優先的な使用 
② モニタリング及び評価の充実のための被援助国側と日本側関係者の四半期に一度の意見交換
会の制度化 

③ 現地ステークホルダー（農民、農業関連事業者、NGO等）の 2KRへの参加機会の確保 
 

JICAは上述の背景を踏まえた貧困農民支援に関する総合的な検討を行うため、「貧困農民支援の制
度設計に係る基礎研究（フェーズ 2）」（2006年 10月～2007年 3月）を行い、より効果的な事業実施
のため、制度及び運用での改善案を取りまとめた。同基礎研究では、貧困農民支援の理念は、「人間

の安全保障の視点を重視して、持続的な食糧生産を行う食糧増産とともに貧困農民の自立を目指すこ

とで、食料安全保障並びに貧困削減を図る」と定義し、農業資機材の投入により効率的な食糧生産を

行う「持続的食糧生産アプローチ」及び見返り資金の小規模農民・貧困農民への使用を主とする「貧

困農民自立支援アプローチ」の 2つのアプローチで構成されるデュアル戦略が提言された。 
 
平成 19 年度については、供与対象候補国として 17 カ国が選定され、原則として調査団が派遣さ

れた。調査団が派遣された国においては、ニーズ、実施体制、要請の具体的内容及び根拠、ソフトコ

ンポーネント協力の必要性、技術協力との連携可能性等について従来以上に詳細な情報収集、分析を

行うとともに、国際機関、NGO、資機材取扱業者等の広範な関係者から 2KRに対する意見を聴取す
ることとし、要請内容の必要性及び妥当性にかかる検討を行った。 
なお、日本政府は、世界における飢えの解消に積極的な貢献を行う立場から、食糧の自給に向け

た開発途上国の自助努力をこれまで以上に効果的に支援して行くこととし、これまでの経緯と検討を

踏まえ、平成 17 年度より、食糧増産援助を「貧困農民支援（Grant Assistance for Underprivileged 
Farmers）」に名称変更し、裨益対象を貧困農民、小農とすることを一層明確化することを通じ、その
上で、食糧生産の向上に向けて支援していくこととする。 

 

（2）目的 

本調査は、アルメニア共和国（以下「ア」国という）について、平成 19年度の貧困農民支援 (2KR) 

供与の可否の検討に必要な情報・資料を収集し、要請内容の妥当性を検討することを目的として実施

した。 

 

1-2 体制と手法 

（1）調査実施手法 

本調査は、国内における事前準備、現地調査、国内解析から構成される。 

現地調査においては、「ア」国政府関係者、国際機関、NGO、資機材配布機関／業者等との協議、

サイト調査、資料収集を行い、「ア」国における 2KRのニーズ及び実施体制を確認するとともに、2KR

に対する関係者の評価を聴取した。国内解析においては、現地調査の結果を分析し、要請資機材計画

の妥当性の検討を行った。 
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（2） 調査団構成 

総括 三村 一郎 JICA 無償資金協力部  

業務第三グループ 農漁村開発チーム 

実施計画 石井 真実 （財）日本国際協力システム 業務部  

プロジェクトマネージャー 

貧困農民支援計画 篠田 大樹 （財）日本国際協力システム 業務部 職員 

通訳 小林 淳子 （財）日本国際協力センター 
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（3） 調査日程 

 

三村 石井、小林 篠田

1 9月3日 月

2 9月4日 火

3 9月5日 水

4 9月6日 木

5 9月7日 金

6 9月8日 土

7 9月9日 日

8 9月10日 月 成田 10:55 (OS052) →
16:05 ウィーン
ウィーン 22:30 (OS641) →

9 9月11日 火

10 9月12日 水

11 9月13日 木

12 9月14日 金

13 9月15日 土 エレバン 05:40 (OS642) →
06:20 ウィーン
ウィーン 14:05 (OS051) →

14 9月16日 日 08:20 成田

15 9月17日 月

16 9月18日 火

17 9月19日 水

18 9月20日 木

19 9月21日 金

11:00 農業省協議
12:00 NGO(全国農民同盟:Republic of Armenia National Union of Farmers）協議
14:00 サイト調査　 (見返り資金活用エレバン市内植林プロジェクト）

11:00 在ロシア日本大使館報告（波積参事官、水野書記官）
モスクワ 17:55 (JL442) →

08:20 成田

 小麦、ジャガイモ　市場調査

 資料整理

11:00 農業省協議
14:00 UNDP協議
17:00 農業省協議

11:00 農業省　ミニッツ署名

農業省協議
エレバン 16:05(SU194)→モスクワ　17:55

成田 10:55 (OS052) → 16:05 ウィーン
ウィーン 22:30 (OS641)→

日程
No. 日付

04:55 エレバン到着
10:00 農業省協議
15:00 外務省協議

10:00 農業省協議
14:00 財務経済省協議
15:00 USAID

10:00 農業省協議
11:00 AGROHOLDING社(ディーラー)協議
14:00 NURNUS社（2KR機材倉庫･メンテナンス担当）協議

 資料整理

 サイト調査 (対象地域の農家 /農民組織）KOTAYK州、
GEGHARUKUNIK州

10:00　農業省補助金政策局協議
11:00　農業省農機検査担当局協議

 10:00 世界銀行協議
 11:30 WFP協議
 14:00 農業省協議

11:00 農業省協議
13:00 世銀RESCADプロジェクト事務所協議
15:00 GALOPER社（ディーラー）協議

04:55 エレバン
10:00 農業省協議
14:30 FAO協議

11:00 農業省 Mr.Samvel Avestisyan第一次官表敬
サイト調査 (見返り資金活用 ARARAT州、ARAGATSOTN州灌漑プロジェクト）
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（4）面談者リスト 

＜政府関係機関＞ 

1）Ministry of Agriculture（農業省） 

Mr. Samvel Avetisyan First Deputy Minister（第一次官） 

Mr. Tigran Petrosyan         Deputy Minister（次官） 

Mr. Aram Mikayelian Head, Service and Supply Department（サービス供給部長） 

Mr. Andranik Petrosyan Head, Foreign Relations and Marketing Department  

（対外関係・マーケット部長） 

Mr. Vladimir Manyujan  Head, Department of Subsidy （補助金部長） 

Mr. Vazdan Gushchian Head, National Inspection of Agricultural Machinery 

（農業機械・国家検査部長） 

    Mr. Mamikon Gasparyan       Head, Melioration Department（土地改良部長） 

 

2）Ministry of Finance and Economy（財務経済省） 

Mr. Vahe Y. Jilavyan Head, Department of Management of Obligation to the State 

Budget（予算管理部長） 

Mr. Karen M. Tovmasyan Head, Division of Grants, Targeted loans, Transferable bills 

 （無償・借款課長） 

 

3）Ministry of Foreign Affairs（外務省） 

Mr. Mnatsakan Safaryan Head of North East and South Asia Division 

Asia, Pacific and Africa Department（北東、南アジア課 課長） 

＜国際機関等＞ 

4）FAO (国連食糧農業機関) 

Mr. Armen Sedrakyan Information System Consultant 

 EC-FAO Food Security Information for Action Programme 

 Global Information and Early Warning System (GIEWS) 

Workstation 

Mr. Vahan Amirkhanyan Agronomist 

 

5）WFP (世界食糧計画) 

Ms. Liana Kharatyan Programme Officer 

Ms. Sirarpi Daguessian         Programme Assistance 

 

    6) UNDP（国連開発計画） 

      Ms. Narine Sahakyan           Portfolio Manager 
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7) World Bank （世界銀行） 

Mr. Artavazd Hakobyan        Operations Analyst, Agricultural & Environment 

Mr. Gagik Khachatryan   Director, Agriculture reform support project implementation unit 

state institution/ Rural Enterprise and Small-Scale Commercial 

Agriculture Development (RECAD) Project 

 

8）USAID (米国国際開発庁) 

Mr. John L. Caracciolo Micro, Small & Medium Enterprise Development Advisor 

Economic Restructuring & Energy Office 

 

＜民間企業等＞ 

9）NURNUS Limited Liability Company （2KR供与機材の保管、管理委託先） 

Mr. Ashot Ghazaryan Director 

 

10) AGROHOLDING (ディーラー) 

Mr. Armen Khechoyan General Director 

Mr. Armen Galstyan Deputy Director 

 

11) GALOPER (ディーラー) 

Mr. Vladimir Akopov  Deputy Director General 

 

12) 農家 

Mr. Robert Sizakamiyan Bardadzor village, Martuni district, Gegharkunik region 

Mr. Shaen Hakobjan Vardenik village, Gegharkunik region 

Mr. Parkev Egazarijan Arzvanist village, Gegharkunik region 

 

13）NGO  

Mr. Vanik Sogomonyan President, Republic of Armenia National Union of Farmers 

Mr. Stepan Y. Margaryan       Dr. of Science, Professor of Armenian State Agricultural  

University 

 

14) 在ロシア日本国大使館（在アルメニア日本国大使館兼轄） 

波積 大樹 参事官 

水野 由起子 二等書記官 
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第 2章 当該国における農業セクターの概況 

2-1 農業セクターの現状と課題 

  (1) 「ア」国経済における農業セクターの位置付け 

「ア」国では、ここ数年工業（特に建設業）、サービス業の大幅な拡大により、GDPの二桁成長が

続いている。総 GDP に占める農業の割合は、表 2-1に示すとおり工業、サービス業の急激な拡大に

より相対的に年々減少しているものの約 20%を占めており、引き続き農業セクターは主要な経済セ

クターのひとつである。 

 

表 2-1 GDP及びセクター別 GDP 

年

GDP及び割合 GDP (%) GDP (%) GDP (%) GDP (%) GDP (%)

全体 1,230.6 - 1,476.9 - 1,748.1 - 2,054.3 - 2,447.0 -

農業 319.5 26.0 349.8 23.7 431.1 24.7 421.5 20.5 473.5 19.4

鉱業、製造業、エネルギー 256.9 20.9 313.2 21.2 366.3 21.0 422.5 20.6 402.8 16.5

建設 172.2 14.0 255.4 17.3 297.2 17.0 487.4 23.7 711.5 29.1

貿易 150.8 12.3 185.3 12.5 222.3 12.7 245.1 11.9 280.5 11.5

運輸・通信 83.6 6.8 95.7 6.5 113.8 6.5 124.6 6.1 156.0 6.4

銀行、公共サービス等 247.6 20.1 277.5 18.8 317.4 18.2 353.2 17.2 422.7 17.3

GDP成長率 (%)

2006年

(単位：10億ADM)

2002年 2003年 2004年 2005年

19.1%- 20.0% 18.4% 17.5%  
出所：ADB  Key Indicator 2007 

 

また、近年の人口及び労働就労人口の推移は表 2-2に示す通りとおりである。いずれの項目とも主

だった変化はないものの、農業就労人口は全就労人口の 46%を占め、農業セクターが雇用の確保に

大きく貢献している。他方で農業の総 GDPに占める割合は 20％程度に留まっており、他産業に比べ

ると生産性が低く、農業セクターの生産性の向上が必要と考えられる。 

 

表 2-2 人口及び農業就労人口の推移 

年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年

総人口 3,221.1 3,211.3 3,214.0 3,217.5 3,221.0

都市総人口比率 (%) 64.2 64.2 64.2 64.1 64.0

農村人口比率(%) 35.8 35.8 35.8 35.9 36.0

全就労人口 1,106.4 1,107.6 1,081.7 1,097.8 1,112.4

農業就労人口 500.8 509.0 507.1 505.7 512.4

農業就労人口比率(%) 45.3 46.0 46.9 46.1 46.1

（単位： 1,000人）

 
出所：ADB  Key Indicator 2007 
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(2) 自然環境条件 

内陸国である「ア」国はカスピ海と黒海に挟まれたトランスカフカス地域に位置する。低地は少な

く、国土の 90％において標高 1,000mを越え、平均標高は約 1,800m である。首都エレバンの平均気

温は 11.4度、年降水量は 318mmであり、「ア」国の年間平均降水量は 562mmである。気候帯はケッ

ペンの気候区分によると低地はステップ気候、高地は亜寒帯湿潤気候に属する。 

標高の高い「ア」国は概ね農業生産に厳しい気候であるが、耐寒性の強いコムギやジャガイモは全

土で生産され、標高が 1,200m以下で比較的温暖な気候であるアララト平原では果樹栽培が盛んに行

われている。 

 

 (3) 土地利用状況 

国の土地利用は表 2-3 に示すとおりである。国土は 2.97 万 km2であり、農業可能地は国土の 72%

を占めるが、山間部が多く含まれるため、耕作地は国土の 15%に留まり、放牧地が 38%と農業可能

地の半分以上を占める。灌漑農地は耕作地の約 34%であるが、灌漑施設はソ連の崩壊以降、老朽化

し整備を必要としている状況のため、「ア」国の農業は天候に多くを依存した脆弱なものとなってい

る。ちなみに米国政府はMillennium Challenge Account （MCA） プログラムとして 146百万ドルの

巨費を投じて、今後 5年間に亘り灌漑施設の補修、整備等のために支援を行う予定である。 

 

表 2-3 土地利用 

項目 面積(1,000ha) 割合(%)

国土面積 2,974.3 100

1. 農業可能地 2,129.6 72

その内耕作地
（休耕地を含む）

452.9 15

その内多年草作物地 27.3 1

その内干草用牧草地 127.5 4

その内放牧地 1,125.0 38

その内その他 396.9 13

2.居住地 150.5 5

3.森林 373.0 13

4.特別利用地 （湖沼など） 321.2 11

*割合の合計は内訳の総和と四捨五入の関係で一致しない。  
出所： 農業省 

 

また、主要農産物の栽培面積については表 2-4に示すとおりである。果樹の栽培面積がこの 5年間

で 39％拡大している中、コムギの栽培面積は増加傾向にあったが、2006年は前年と比べ約 18％減少

している。「ア」国農業省は、これは、夏季の旱魃の影響による栽培面積が減少し、気候が比較的温

暖なアララト平原やその周辺地域において換金性の高い果樹栽培に転作しているためであると分析

している。 
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表 2-4 主要農産物の栽培面積 
（単位：1,000ha）

年 2002 2003 2004 2005 2006

栽培面積 305.6 314.6 325.2 331.8 310.2

穀物 191.9 200.8 206.8 209.6 182.4

(内コムギ) （120.1） （127.9） （128.7） （132.0） （107.7）

ジャガイモ 30.5 32.3 35.7 34.4 33.1

野菜 20.2 23.1 22.3 22.5 22.4

果樹 39.6 42.8 53.6 53.7 55.2

その他 23.4 15.6 6.8 11.6 17.1  
出所： 国家統計局 Food Security & Poverty  

 

(4) 食糧事情 

「ア」国の主食はコムギであり、準主食としてジャガイモが食されている。主要農産物の生産状況

は表 2-5 のとおりである。2006 年のコムギの生産量は夏季の旱魃の影響を深刻に受け、前年の 43%

減少し、豊作年であった 2004年の生産量から半減した。ジャガイモについても 2006年は不作であっ

たが、前年から 4％の減少にとどまった。これは、ジャガイモの生育期間が 3ヶ月～5ヶ月程度であ

り、コムギの生育期間と比べ短いため、旱魃の影響が最小限に抑えられたと推測される。 

 
表 2-5 主要農産物の推移及び単収 

栽培面積
(1,000ha)

生産量
(1,000t)

単収
(t/ha)

栽培面積
(1,000ha)

生産量
(1,000t)

単収
(t/ha)

栽培面積
(1,000ha)

生産量
(1,000t)

単収
(t/ha)

穀物全体 206.8 456.9 2.21 209.6 396.2 1.89 182.4 212.5 1.17

（内コムギ） (128.7) (291.6) (2.27) (132.0) (258.4) (1.96) (107.7) (146.5) (1.36)

ジャガイモ 35.7 576.4 16.15 34.4 564.2 16.40 33.1 539.5 16.30

項目
2004 2005 2006

 
出所： 国家統計局 Food Security & Poverty  

 

次に、州別のコムギの生産状況及び灌漑耕作地とその割合について表 2-6、2-7に示す。旱魃にて、

2006年の単収が 2t以上である地域は標高が低いアララト平原（アララト、アルマヴィール）及び首

都エレバンの 3州であり、灌漑率（耕作地に対する灌漑面積の割合）の割合は 3州とも 100％以上で

ある。また、他の 8州は高原地帯が多く、灌漑率は 40％以下であり単収も 1.5t以下と低い。 

地域によって旱魃の深刻度が異なるものの、概ね単収と灌漑率は比例関係にあり、今般の旱魃は天

水依存農地におけるコムギ生産に深刻な影響を与えたものと考えられ、コムギの生産性の向上及び安

定のために、高原地帯の灌漑整備が必要である。 
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表 2-6 州別のコムギの生産状況及び単収 

面積
(ha)

生産量
(1,000t)

単収
(t/ha)

面積
(ha)

生産量
(1,000t)

単収
(t/ha)

面積
(ha)

生産量
(1,000t)

単収
(t/ha)

エレバン 343 1.1 3.21 255 0.7 2.75 212 0.6 2.83

アラガツォトン 10,211 23.1 2.26 10,226 21.3 2.08 9,421 13.4 1.42

アララト 11,383 40.0 3.51 11,580 40.1 3.46 8,322 26.8 3.22

アルマヴィール 17,259 51.5 2.98 17,059 50.4 2.95 11,434 32.1 2.81

ゲハルクニク 16,060 35.8 2.23 17,416 37.5 2.15 20,130 19.3 0.96

ロリ 12,294 20.8 1.69 12,145 20.6 1.70 9,382 10.4 1.11

コタイク 10,173 19.5 1.92 12,017 18.1 1.51 7,741 5.3 0.68

シラク 26,123 54.7 2.09 26,792 32.3 1.21 22,253 25.5 1.15

シュニク 15,836 32.8 2.07 15,808 24.6 1.56 12,955 9.3 0.72

ヴァイヨゾール 2,500 3.9 1.56 2,472 3.0 1.21 1,434 0.7 0.49

タヴシュ 6,523 8.4 1.29 6,205 9.8 1.58 4,369 3.1 0.71

合計 128,705 291.6 2.27 131,975 258.4 1.96 107,653 146.5 1.36

2004 2005 2006

州名

 
出所： 国家統計局 Food Security & Poverty  

 

表 2-7 州別の灌漑耕作地とその割合 

州名
耕作地

(1,000 ha)
灌漑地

(1,000 ha)
割合
(%)

エレバン 1.6 1.9 119

アラガツォトン 54.6 21.1 39

アララト 27.4 27.4 100

アルマヴィール 43.2 49.8 115

ゲハルクニク 80.9 3.1 4

ロリ 42.1 7.6 18

コタイク 37.8 12.8 34

シラク 79.8 15.4 19

シュニク 43.8 5.6 13

ヴァイヨゾール 16.3 4.4 27

タヴシュ 25.4 4.8 19

合計 452.9 153.9 34  
出所：農業省 

 

2006年のコムギの単収は旱魃の影響を受けたため 1.36 t/haと低く、通常の収穫量であった 2005年

においては、1.96 t/haであった。以下に示す通り収量を「ア」近隣国のアゼルバイジャン、トルコと

2005 年のデータを比較すると、それぞれ 24%、16%低い収量となっており（データ出所：FAO

「FAOSTAT」）、食料の安全保障上もコムギ増産のための生産性向上が必要である。 

 

 アゼルバイジャン： 2.58 t/ha（2005年） 

 トルコ：  2.32 t/ha（2005年） 
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コムギ、ジャガイモの需給状況について表 2-8に示す。コムギの自給率は 40%強であり、輸入量が

国内生産量を上回っている。豊作年であった 2004年より 2005年の自給率が若干上がったのは、コム

ギの国内消費が約 8%減少したためである。総人口は概ね横ばいであるので、コムギ以外の食料（ジ

ャガイモ、乳製品、肉類など）からコムギの減少分のカロリーを摂取していることが推測される。2006

年のデータは無いがコムギの生産量が大幅に減少しているため、国内消費の減少を加味しても、輸入

が増大し自給率は大きく低下する見込みである。なお、ジャガイモは概ね自給率を達成している。 

このように、主食であるコムギは輸入に大きく依存しており、自給率を上昇させるためには、生産

性の向上及び栽培面積の拡大が必要である。 

 

表 2-8 コムギとジャガイモの需給状況 

（単位： 1,000トン）

コムギ ジャガイモ コムギ ジャガイモ

年初の備蓄量 37.9 202.4 84.0 260.6

生産量 291.6 576.4 258.4 564.2

輸入量 410.3 1.6 332.8 0.9

総供給量 739.8 780.4 675.2 825.7

食糧消費 508.8 179.3 466.1 213.3

飼料 95.9 102.2 95.1 122.6

損失 11.7 95.4 10.7 112.1

種子供給 38.5 142.9 39.5 137.8

輸出 0.9 0.0 0.3 0.3

年末の備蓄 84.0 260.6 63.5 239.6

総需要量 739.8 780.4 675.2 825.7

自給率(%) 41.6% 99.7% 43.7% 99.9%

項目
2004 2005

 

出所： 国家統計局 Food Security & Poverty  

 

(5) 農業セクターの課題 

先述のとおり「ア」国の主食であるコムギは輸入に大きく依存しており、安定した食糧安全保障を

確保するためには、農業生産性の向上や灌漑農地を中心とした栽培面積の拡大が必要である。また、

ソ連時代の「ア」農家は組織化し大きな耕作地で農業機械を利用しコムギ等の食糧を生産してきたが、

農業機械の多くが老朽化し農業生産に支障をきたす状況となっているため、「ア」国農業省は、農業

機械の更新や新規導入を農業セクターにおける主要課題としている。本項では、農業機械に関する利

用と販売状況について以下に述べる。 
 
1) 農業機械の利用状況 

ソ連時代には計画経済のもと、毎年 1,000台から 1,500台のトラクター、100台から 150台のコ

ンバインハーベスターがソ連領内であった「ア」国に配給され、国営農場や集団農場にて使用され

ていた。1991年のソ連解体以降、市場主義経済の導入に伴い、「ア」国政府は 1992年から 1995年

にかけて、農地の個人所有（農地改革）及び農業機械の払い下げを行った。 

民営化以降の農家は、農業機材及び肥料等の農業生産に必要な物資を購入しなければならないが、
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トラクターやコンバインハーベスターは高価であり、10ha 以上の所有地を持つ少数の大規模農家

以外は民間市場から機材を購入することが困難な営農状態にある。 

1991 年以降に新たに輸入されたトラクターやコンバインハーベスターは極めて限られ、その大

半は日本の支援を含む援助品である。また、「ア」国で稼動しているトラクターやコンバインハー

ベスターの 90%以上は、1991 年以前に調達された旧ソ連製である。それらの機材は国内法で定め

られた 8.3年の減価償却期間を終え耐用年数を超えたものであり、農民がそれら機材の修理を繰り

返しながら使用している。 

各州別のトラクター、コンバインハーベスターの 2006 年の稼働状況は表 2-9のとおりである。

トラクターは全国で 11,523 台が稼動し、その稼働率は 79%であるが、機材の老朽化による作業ロ

ス（メンテナンス作業の回数増加等）、燃費及び修理コストの増加が顕著である。コンバインハー

ベスターは 1,198台が稼動し、その稼働率は 85%であるが、燃費、修理の問題に加えて、刈り残し

や脱穀の際の収穫ロスが大きく、機材も不足しているため適切な時期に収穫ができない問題が発生

している。農業省によると、稼動していないトラクター3,093 台、コンバインハーベスター205 台

は農業省の作動検査に失格したもので、修理が困難で廃棄処分せざるを得ない機材も多い。 

このように、トラクター、コンバインハーベスターとも老朽化が著しく、保守管理も困難な状況

になり、早急に機材の更新が行われる必要がある。 

 

表 2-9 各州別のトラクター、コンバインハーベスターの稼働状況 

台数
稼動可能
台数

割合
(%)

台数
稼動可能
台数

割合
(%)

エレバン 685 454 66 55 50 91

アラガツォトン 1,231 912 74 179 140 78

アララト 1,362 1,061 78 36 32 89

アルマヴィール 1,725 1,419 82 65 57 88

ゲハルクニク 2,618 2,135 82 288 266 92

ロリ 1,645 1,242 76 109 95 87

コタイク 726 562 77 85 81 95

シラク 1,587 1,326 84 298 242 81

シュニク 1,116 884 79 171 143 84

ヴァイヨゾール 789 717 91 39 32 82

タヴシュ 1,132 811 72 78 60 77

合計 14,616 11,523 79 1,403 1,198 85

州名

トラクター コンバインハーベスター

 

出所：農業省 

 

2) 農業機械の販売状況 

農業機械のディーラー3社を訪問し以下のとおり販売及び営業状態について調査した。 

① NURNUS社 

同社はコタイク州にあり、ソ連時代は、配給された全ての農業機械を保管、分配を行う

｢ア｣国の中央農業機械センターとして、メンテナンスサービスを提供していた。同社は 1992

年に国営企業として設立し、8年間の移行期間ののち 2004年に完全民営化され現在に至る。 
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同社は、2KRの供与が開始された 1996年より農業省の委託を受け、調達された農業機械

の通関、保管、入札（オークション）、機材のモニタリング等の業務を実施している。 

 主な事業： 

農業機械のスペアパーツ販売、機材の保守管理、所有するコンバイン（4 台）、トラク

ター（4台）などの農機を使用した賃耕、賃刈サービス。 

 人員： 

最盛期は 400人であったが、現在 32名でありその内技術者は 10名程度である。 

 年間取引高： 約 149,000US$ 

 農機の販売、修理 

購買力のある農民がいないため、高価な大型農業機材の輸入、販売業務は行っていない。

ヨーロッパ製のスペアパーツも高価であるため安価な修理サービスの提供に支障があ

る。旧ソ連のパーツは過去のストックもあるので問題ない。 

 賃耕/賃刈サービスの価格：30US$～36US$/ha/ 54US$～60US$/ha 

上記サービスは運転手、燃料代を含み、同様のサービスは各州でも頻繁に行われている。 

 

② Agroholding社 

1989 年設立。シラク州に本社があり、首都エレバンの他にロリ、コタイク州に支店を持

つ。 

 主な事業： 

畜産、乳製品加工、食肉加工業。それに関連して飼料、家畜を管理する小屋、倉庫の建

設。農業機械についてはトラクターのアタッチメント（モーア、ハロー、レーキー、ヘ

イベーラーなどの牧草の刈取りに関するものが主体）及びスペアパーツの販売。イタリ

ア、日本メーカーとの取引実績を要する。 
 人員：常勤 28名。非常勤約 100名。その内約 80名が技術者。 

 年間取引高： 約 500,000US$ （農機ディーラ分：約 100,000EUR） 

 農機の販売： 

商業輸入の際に付加価値税（VAT）が機材費の 20％、通関手数料が 2～3%課せられる

ため、高価な農機の販売実績はない。農機の民間市場は実質的には確立されておらず、

日本を始めとする海外援助が、調達された機材のスペアーパーツや修理サービスの市場

を形成する呼び水となっている。 

 

③ GALOPER社 

同社は「ア」国最大手の農機ディーラーであり主要都市に 6 支店を持つ。農機のほか建

設機械、特殊車両の国内販売店である。同社の親会社である Armenia Rada社は最大手の車

両販売ディーラーであり、新車販売の約 9割のシェアをほこる。 

 主な事業： 

農業機材、トラック、建設機械、ゴミ収集車などの特殊車両の国内販売、維持管理 

 人員：常勤 25名。親会社を含む全従業員 約 600名。 

 年間取引高： 約 16,000,000US$ 
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 農機の販売： 

2006年はロシア、ベラルーシ製のトラクター43台、コンバインハーベスターを 5台販

売した。販売は 5年間のローン契約も可能であるが、トラクター、コンバインハーベス

ターの個人顧客は 10ha以上の大規模農家が中心であり、UNDP等の援助機関の国内入

札を経て農機を供給した実績もある。エレバンでの販売価格は以下のとおりある。 

・ コンバイン 145HPクラス（ロシア製）：  72,000US$ 

・ トラクター 80HPクラス（ベラルーシ、ロシア製）： 30,000US$ 

・ ヘイベーラー（ベラルーシ製）：   15,000US$ 

・ プラウ 3blade（ベラルーシ製）：    1,000US$ 

 

2-2 貧困農民、小規模農民の現状と課題 

 

(1) 貧困の状況 

WHOが定める年齢層別の必要カロリーを、「ア」国の年齢構成に適応し、｢ア｣国政府は 1日、1人

あたりの平均必要カロリーを 2,232カロリーと算出している。この平均必要カロリー、食品あたりの

カロリー及び「ア」国の食費に関わる支出に基づき、「ア｣国政府は、1ヶ月間の必要な食費を最貧困

ラインと規定している。また、家計の食費以外の必要経費を算出し、上記の食料貧困ラインに食費以

外の必要経費を加算した 1ヶ月あたりの必要経費を｢ア｣国政府は貧困ラインと規定している。 

 

 最貧困ライン： 2004年 12,467AMD (25.0US$) / 2005年 13,266AMD (29.3US$) 

 貧困ライン：  2004年 19,373AMD (38.9US$)/ 2005年  20,289AMD (44.9US$) 

 

都市・農村部の貧困状況については表 2-10 のとおりである。近年の貧困・最貧困率は順調な経済

成長により徐々に改善されており、2005 年は 2004 年と比べ、貧困率、最貧困率とも 4.8%、1.8%減

少している。エレバンを除く都市部の最貧困、貧困率が最も高く、それら都市部の失業率が高いこと

が要因の一つとして考えられる。また、農村部は農民が生産物の多くを自給するため、農村部の貧困

率は都市部と比べ若干低い。経済成長の恩恵が大きい首都エレバンが、最も貧困を改善し貧困率、最

貧困率とも、5.3%、2.5%減少したが、農村部の貧困率の減少割合は最も低い。 

 

表 2-10 都市・農村部の貧困状況 
単位：%

最貧困率 貧困率 最貧困率 貧困率

国全体 6.4 34.6 4.6 29.8

都市部 7.5 36.4 5.3 30.7

エレバン 6.1 29.2 3.6 23.9

エレバンを除く都市部 9.2 43.9 7.2 37.8

農村部 4.4 31.7 3.2 28.3

項目
2004年 2005年

 
出所：国家統計局 Social Snapshot and Poverty in Armenia 2006 

次に州別の貧困状況を表 2-11に示す。シラク、ゲハルクニク州は、高山地帯にあり貧困率が 35％
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を超える。特に、シラク州は 1988年の大地震の影響もあり、2005年の貧困率が 42.5%であり最も貧

しい州である。最貧困率は、コタイク、アララト、ロリ州の順に高い。各州の貧困率が減少している

中、アララト州、ロリ州の最貧困率が増加している。農業生産性が高いアララト、アルマヴィール州

の貧困率は 4、5番目に貧困率が高く、農業生産性と貧困率の明確な相関関係は示されなかった。 

 

表 2-11 州別の貧困状況 

単位：%

最貧困率 貧困率 最貧困率 貧困率

エレバン 6.1 29.2 3.6 23.9

アラガツォトン 5.6 35.4 3.1 32.3

アララト 6.4 32.7 7.4 30.9

アルマヴィール 6.6 36.0 3.8 31.6

ゲハルクニク 4.5 41.9 2.9 36.8

ロリ 4.5 31.3 5.8 28.8

コタイク 9.2 39.3 8.7 34.5

シラク 10.4 48.8 4.3 42.5

シュニク 5.9 36.5 2.3 28.9

ヴァイヨゾール 4.1 28.9 1.8 19.2

タヴシュ 3.3 30.5 3.8 25.8

合計 6.4 34.6 4.6 29.8

州名

2004 2005

 

出所：国家統計局 Social Snapshot and Poverty in Armenia 2006 

 

「ア」国の貧困削減戦略ペーパー（PRSP）によると、表 2-12のとおり、居住地の高度と貧困率は

高い相関関係があると分析している。これは、高地では灌漑された農地が非常に限られていること、

市場へのアクセスが悪いこと、農業生産性が低く、農業以外での雇用機会が非常に限られることによ

るものとしている。 

表 2-12 居住地高度と貧困状況 

項目
高度

1,300m以下
1,300m-1,700m 17,000m以上

人口比率 39.0 26.0 35.0

貧困率 42.35 54.93 57.99

最貧困率 16.37 24.86 28.28
 

出所： Integrated Survey of Living Conditions 1998/99 
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（2）農民分類 

表 2-13の州別の農地所有規模別分類によると、1ha以下の農地をもつ小規模農家は 46.6%を占め、

1～5ha の農地をもつ農家は 48.1%、5ha 以上の農地を持つ農家は僅か 5.3%である。エレバンを除く

各州の農地ごとの農家数の割合は概ね一定しており地域的な特質は認められない。また、1ha以下の

農地を持つ小規模農民の大半は、貧困・最貧困層に属すると農業省は分析している。 

 

表 2-13 州別の農地所有規模別分類 

戸数
（千）

割合
(%)

戸数
（千）

割合
(%)

戸数
（千）

割合
(%)

エレバン 5.4 79.4 1.4 20.6 0.0 0.0 6.8

アラガツォトン 17.2 46.4 17.9 48.2 2.0 5.4 37.1

アララト 21.4 43.2 25.3 51.1 2.8 5.7 49.5

アルマヴィール 23.3 46.3 24.3 48.3 2.7 5.4 50.3

ゲハルクニク 21.4 46.4 22.3 48.4 2.4 5.2 46.1

ロリ 15.0 47.0 15.1 47.3 1.8 5.6 31.9

コタイク 17.4 46.3 18.2 48.4 2.0 5.3 37.6

シラク 13.0 46.3 13.6 48.4 1.5 5.3 28.1

シュニク 5.9 46.5 6.1 48.0 0.7 5.5 12.7

ヴァイヨゾール 5.1 46.4 5.3 48.2 0.6 5.5 11.0

タヴシュ 11.4 46.5 11.8 48.2 1.3 5.3 24.5

合計 156.5 46.6 161.3 48.1 17.8 5.3 335.6

州
合計
（千）

1ha以下 5ha以下 5ha以上

 
出所：農業省 

 

(3) 貧困農民、小規模農民の課題 

「ア｣国の PRSPによると、農村の貧困削減のための諸課題は以下のとおりである。 

① 灌漑された農地が非常に限られ、市場へのアクセスが悪い。特に遠隔地である山間部は

これらが大きな問題となっている。 

② 農村部における 2001年の所得ジニ係数3は都市部の 0.466に対し 0.583であり、農村地域

の所得分配が都市部と比べ不平等である。農業は他産業に比べ生産性が低く、農業に非

常に多くの労働者を確保せざるを得ない。 

③ 1農家あたりの耕作面積が 1.37haと小規模であり、単収も非常に低い。 

④ 農業信用が不足しており、自然災害、天候不順に対する金融面での支援が機能していな

い。 

 

このような状況の下「ア」国政府は農業生産性を高めるため、次の対応策を掲げている。 

① 農民組織や農村コミュニティーを再構築することで労働生産性を高め、農業生産を拡大

させる。 

② 耕作可能地を整備し農地とする。 

                                                  
3 ジニ係数：主に社会における所得分配の不平等さを測る指標。係数の範囲は 0から 1で係数の値が 0に近いほど格
差の少ない状態で、1に近いほど格差が大きい状態であることを意味する。 
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③ 灌漑設備の修復、拡大を計る。 

④ 老朽化した農業機械を更新する。 

⑤ 農村から市場へのアクセス道路を整備する。 

⑥ 農業生産者に対するクレジットを供与する。 

 

農民組織は組合員へのクレジット供与、肥料や農機具など農業生産のための資機材を共同購入や農

産物を集団販売することを目的として設立される。これは小規模農民の殆どが、独自で化学肥料、種

子、農機具などを購入することが困難なため、同様の状況にある農民が組織化し、これらの問題を解

決しようとするものである。ソ連崩壊後、農村のコルホーズ、ソフホーズは解体したが、農業省は、

農民が再び組織化することで生産性が向上し、組織に所属する小規模農民の営農状況が改善すると考

えている。 

 

2-3 上位計画 (農業開発計画、PRSP） 

 

(1) 貧困削減戦略ペーパー 2003-2015 

「ア」国政府は国家計画として 2003年に「貧困削減戦略ペーパー(PRSP)」を策定した。PRSPは、

高い経済成長を確保し、効率的な社会保護政策を実施することで貧困及び不平等を改善することを目

的としている。 

農業の安定成長と農村における貧困及び不平等の削減は PRSPにおける重要分野の一つであり、主

要課題は以下のとおりである。 

① 農業生産及び収入の大幅な拡大（灌漑、水利用、土地利用、収量、生産量に関する諸問

題の解決） 

② 販売市場の開発 

③ 農業生産のための金融と保険の開発 

④ 農業以外の就業機会の提供 

 

(2) 安定的農業開発戦略 2004-2015 

国家計画である PRSPを受け、2004年に農業省は「安定的農業開発戦略」を策定し、2006 年に改

訂した。同戦略の主要目標は、以下のとおりである。 

① 農業生産及び収益性の増進 

② 農業生産資源（土地、水源、労働力、研究・技術）の有効活用 

③ 食糧安全保障の改善 

④ 農村部の貧困削減、人口流出の防止、非農業セクターの導入 

⑤ 農業インフラの改善、高収益農産物の生産向上 

⑥ 環境への配慮 

⑦ 農業税制及びクレジットの改善 

⑧ 農産物加工業の振興 
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同戦略の最終年である 2015年において、農業生産が 1990年と比べ 70%以上増産され、穀物及びジ

ャガイモの生産性が 2003年から 2005年と比べ 47.9%、21.0%増産されることが期待されている。 

貧困農民支援については、詳細は後段で述べるが、必要な農業機材を営農状態の厳しい山間部を中

心とした小規模農民を多く含む農民組織や農村コミュニティーに分配することを計画している。「ア｣

国の農業政策は、食料の安全保障の改善及び主食の生産を増進し、ひいては農民の生活水準を向上さ

せることを目標としているため、貧困農民支援は｢ア｣国の農業政策に合致しており妥当である。 
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第 3章 当該国における 2KR の実績、効果及びヒアリング結果 

 

3-1 実績 

「ア」国に対する 2KRの供与は 1996年度から 2001年度まで毎年実施されており、以降隔年で 3

年間実施され、供与総額は 24.4億円である（2KR供与実績は表 3-1参照）。また、2000年度以降の調

達品目は表 3-2のとおりであり、過去に 2KRで調達された資機材は、トラクター（作業機含む）や

コムギ収穫用コンバインなどの農業機械及び窒素肥料（硝安及び硝安石灰）である。 

 

表3-1 2KR供与実績 

年度 1998以前 1999 2000 2001 2003 2005 累計 

E/N額 

（億円） 
11.0 3.1 4.0 3.2 2.0 1.1 24.4 

出所： JICS資料 

 

表3-2 2KR調達品目 （2000年度以降） 

年度 カテゴリー 調達品目 計 単位

ﾀｲﾝｶﾙﾁﾍﾞｰﾀｰ 45 台

ﾎﾞﾄﾑﾌﾟﾗｳ（乗用ﾄﾗｸﾀｰ用） 45 台

ﾓｰｱ 45 台

施肥播種機 45 台

乗用ﾄﾗｸﾀｰ（4WD) 45 台

肥料 硝安 15,880 t
ﾀｲﾝｶﾙﾁﾍﾞｰﾀｰ 28 台

ﾄﾚｰﾗｰ（固定式） 28 台

ﾍｲﾍﾞｲﾗｰ 7 台

ﾎﾟﾃﾄﾌﾟﾗﾝﾀｰ 28 台

ﾎﾞﾄﾑﾌﾟﾗｳ（乗用ﾄﾗｸﾀｰ用） 28 台

乗用ﾄﾗｸﾀｰ（4WD) 28 台

普通型ｺﾝﾊﾞｲﾝ（ﾎｲｰﾙ型） 7 台

肥料 硝安 9,783 t
ﾀｲﾝｶﾙﾁﾍﾞｰﾀｰ 36 台

ﾎﾞﾄﾑﾌﾟﾗｳ（乗用ﾄﾗｸﾀｰ用） 36 台

ﾓｰｱ 36 台

乗用ﾄﾗｸﾀｰ（4WD) 39 台

肥料 硝安 2,550 t
乗用ﾄﾗｸﾀｰ（4WD) 11 台

普通型ｺﾝﾊﾞｲﾝ（ﾎｲｰﾙ型） 5 台

肥料 硝安石灰 362 t

機械

機械

機械

機械
2000

2001

2003

2005

 
出所：JICS 資料 
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3-2 効果 

 

(1) 食糧増産面 

「ア｣国農業省は 2KRで調達された硝安の施肥効果をモニタリング調査しており、表 3-3のとおり、

コムギ及びジャガイモの 1haあたりの増産効果はそれぞれ 18.8%、30.2%である。2005年度案件にて

調達された硝安石灰は調査時点において販売中であり検証結果はないものの、爆発性のある硝安に比

べ取扱いが容易であり、増産効果に加え、酸性土壌を矯正し、作物の必須養分であるカルシウムの供

給が可能である。 

 

表 3-3 肥料（硝安）の裨益効果 

単収 
No. 対象作物 

施肥しない場合 施肥した場合 
評価 

1 コムギ 1.7 t/ha 2.02 t/ha 増産効果  18.8% 

2 ジャガイモ 12.6 t/ha 16.4 t/ha 増産効果 30.2% 

出所：農業省 

 

他方、ソ連時代から稼動しているトラクター及びコンバインハーベスターと 2KRで新たに調達さ

れた同等品との性能比較は表 3-4のとおりである。あくまで、サンプルとしての数値であるが、ソ連

時代のトラクター、コンバインハーベスターは旧型であり修理に時間を要するため、2KRにて新た

に調達されたものと比べ、30%程度作業能率が劣り、修理代も嵩む。燃費については、ソ連時代のも

のは 20%程度効率が悪く、ディーゼル燃料は約 300AMD/literであるが、2KRの調達機材を使用する

と、1haあたりトラクターの場合 3,000AMD、コンバインについては 1,500AMDの経費節減につなが

る。 

また、旧型のコンバインについては収穫ロスが非常に大きく 30％から 50%に達する。仮に、2KR

機材における収量が2t/ha収穫、収穫ロスの差30%とすると、旧型のコンバインと比べ1haあたり600kg

収量が増加し、価格にすると 66,000AMDの収入増につながる。 

 

表 3-4 農業機械の性能比較 

トラクター
ソ連邦時代のトラクター

60HPクラス
2KRで調達されたトラクター

60HPクラス

1日あたりの作業面積 (ha/day) 1.25ha 1.625ha

1haあたりの燃料消費 (liter) 45 35

コンバインハーベスター
ソ連邦時代のコンバイン

140HPクラス
2KRで調達されたトラクター

140HPクラス

1日あたりの作業面積 (ha/day) 3ha 5ha

1haあたりの燃料消費 (liter) 25 20

収穫ロス(%) 30%-50% 5%-10%
 

出所：農業省 
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農業生産は自然条件、使用する種子の種類、土壌条件などの様々な外部要因に作用されるため、2KR

の貢献部分を抽出し定量的に評価することは難しいが、「ア」国においては更新が必要な旧ソ連時代

の農業機材を主に使用しており、2KR機材と旧式機材との性能差は明らかであることから、2KR機

材による一定の増産効果があると評価することができる。 

 

(2) 貧困農民、小規模農民支援面 

「ア」国では農家の 46.6％が 1ha以下の農地を持つ小規模農家であり、5ha以下の農地を持つ農家

は 94.7%に達する。2KR肥料は市場価格より 10%から 20％程度安価で販売されており、購買力の乏

しい小規模農民も 2KR肥料を購入し生産性を上げることが可能となった。 

トラクター、コンバインハーベスターは高価であるため、小規模農民が単独で購入することは困難

である。2KRで調達された農業機械の多くは、各州のアグロサービス社4、農民組織、農村コミュニ

ティーが購入し、農業機械を購入できない小規模農民が賃耕・賃刈りサービスを通じて農機を活用す

る機会を得てきた。また、個人で農業機械を購入した農家も所属コミュニティーにおいて賃耕・賃刈

りサービスや、農地をもたない国内避難民等の労働者の雇用機会を提供している。 

このように 2KRは賃耕・賃刈りサービスの活用を通じた小規模農民の収益向上及び効率的な農業

生産のための組織作りにも貢献しているとの報告が農業省よりあった。 

 

3-3 ヒアリング結果 

本調査において、「貧困農民支援」の成果及び評価ならびに実施上の課題の確認、2KRに対する要

望事項の確認をおこなった。また、国際援助機関や他国援助機関に対しては、農業分野における援助

方針、手法、内容、2KR類似案件の有無、2KR援助に対する評価及び提言の確認、2KRにおける連

携可能性に関わる意見を聴取した。これらのヒアリング結果のうち、2KR援助の効果、ニーズの確

認及び課題に関わるものを以下に抜粋する。なお、ヒアリング結果全般については添付資料 4.ヒアリ

ング結果を参照されたい。 

 

(1) 裨益効果の確認 

農業省第一次官 

貧困農民支援は名称変更後も｢ア｣国農業にとって重要な支援であり、農業生産の拡大、食糧

安全保障の改善、貧困削減等の｢ア｣国の上位計画に合致している。農民は必要な農業機械を購

入することが困難であり、2KRは農業機械の更新の数少ない機会を農民に提供している。また、

2KRによる農業機械を活用することで、新技術や効率的な農業に対する農民の理解が深まり、

農村コミュニティーの組織化の呼び水となっている。見返り資金についても貴重な財源であり、

小規模農民を含む裨益対象が大きい河川の護岸工事や植林等の経済社会プロジェクトに使用

していく予定である。食糧増産とともに小規模農民の支援が重要であり、今後もより直接的に

小規模農民が裨益するプロジェクトに改善していきたい。 

 

                                                  
4 アグロサービス社：国営企業が前身の農業関連民間会社。賃耕、賃刈りサービス、機材の保守管理を行っている。 
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(2) ニーズの確認 

1) ゲハルクニク州ヴァルダゾール(Vardazor)村の農家（2KRのトラクターを購入） 

以前は大規模農家や農民組織からトラクターをレンタルしていたが、トラクターの絶対数が

不足しており、適切な時期に耕起が出来なかったことなどから、農業銀行から融資を受け、2005

年度 2KRで供与されたトラクターを購入した。家族のほかに知人であるアゼルバイジャンから

の避難民 3人を雇用している。コムギ、ジャガイモの栽培に加え、政府から安価で借り受けた

牧草地で畜産業も始めており、牧草の刈り取り作業にもトラクターを利用している。農業機械

を通常よりも安く購入できる数少ない機会を提供してもらい大変感謝している。 

 

2) ゲハルクニク州アルツヴァニスト(Artzvanist)村 （農村コニュニティーにて 2KRのコンバ

インを購入） 

今回世銀の資金援助を受け、コンバインを農村委員会にて購入した。この地域の村は 1,300m

から 2,000mの高原地帯にあり、コムギ栽培が農業として成立する高度限界は約 1700m以下の

ため、コムギの収穫期が短い。これまで、20年程度使用したコンバイン 3台で収穫作業を行っ

ていたが故障が多く、2KRのコンバインがなければ、適切な時期にコムギを収穫できなくなり、

品質の劣化や刈り残しが多くでる恐れがあった。 

 

3)  アララト(Ararat)州シス(Sis)村 村長 （見返り資金プロジェクト「フラズダン川洪水・農地

浸水対策計画」の対象地域） 

｢ア｣国は内陸国であり山間部が多いため、河川の川幅が狭く急流である。セバン湖を源流に

したフラズダン川も、冬季の雪解け水や降雨で春、秋に増水し、その下流域で洪水が発生し農

業被害をもたらしてきた。農業省は、見返り資金プロジェクトにて全長 36kmに及び地域で護

岸工事、川底の堆積物の撤去を実施中である。 

下流の堆積物を定期的に除去し治水対策を取る必要があるが、予算が捻出できず川床の清掃

ができなかった。河川流域には多くの農民が農業を営んでおり、見返り資金プロジェクトにて

治水対策が実施され大変感謝している。 

 

 (3) 課題 

各ドナー、NGOとの協議を通じて、2KRの課題についてのコメントを受けたので以下に要約

する。なお、各ドナーのプロジェクト概要やヒアリング結果については添付資料 4.を参照された

い。 

 

1) モニタリング機能の強化 

2KRは政府が多くを関与するのが特徴の一つであり、政府の行政機能の強化につながる長所

があるが、機材の配布販売後のモニタリング機能を強化することができればより効果的なプロ

ジェクトになる。 

 

2) 農業機械の維持管理 

旧ソ連圏の農業機材は在庫を含めスペアパーツの入手が可能であるが、それ以外の機材はパ
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ーツが不足しており、維持管理が課題である。賃耕・収穫サービスを行う共同体に、機材の維

持管理のための見返り資金にてクレジットを供与することが一案としてあげられる。 

 

3) 他ドナーとの連携 

米国はMillennium Challenge Account（MCA）プログラムとして、灌漑や遠隔地の道路の整備

を今後 5年間に亘り実施される予定である、MCAの対象地域に、2KRの機材や肥料が配布さ

れれば、農業生産性の向上に相乗効果をもたらすと考える。 

世銀では生活及び農業環境が厳しい高山地域、国境地帯、貧困度の高い農村コミュニティー

で農村委員会を設立し、1人 100ドルを上限に村の経済社会開発に資するプロジェクトに無償

にて資金供与している。農業機械は非常にニーズが高く、2KRで供与された 2台のコンバイン

も世銀の資金供与にて農村委員会が購入しており、今後も同様の連携が期待される。 

 

4) 技術協力 

農業生産の向上には 2KRのような資機材供与に加え、優良品種の開発や有機肥料の有効利用

など新技術が必要であり、農業セクターでの技術協力が実施されると、2KRのより効果的な実

施につながる。 
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第 4章 案件概要   

 
4-1 目標及び期待される効果 

 

「ア」国政府は国家計画として 2003 年に「貧困削減戦略ペーパー（PRSP）」を策定しており、高

い経済成長を確保し、効率的な社会保護政策を実施することで貧困及び不平等を改善することを目的

としている。農業部門の安定成長と農村における貧困及び不平等の削減は PRSPのおける重要分野の

一つであり、農業セクターの目標として以下を挙げている。 

●農業生産及び収入の大幅な拡大(灌漑、水利用、土地利用、生産量に関する諸問題の解決） 
●販売市場の開発 
●農業生産のための金融と保険の開発 
●非農業生産活動に関する幅広い機会の提供 

 
また農業に関する上位計画として、「安定的農業開発戦略計画 2004-2015」を策定している。貧困

農民支援（2KR）が実施されることにより農業分野の経済成長率 4～5％（年間）を目指すとともに、

農産物のうち穀物（特にコムギ）の生産性向上を主要課題のひとつとしている。また、農業省によれ

ば、2KRの実施により以下の効果が期待されている。 

●農業機械の更新および肥料の適正量の投入による効果的な食糧増産。 

●作物増産に伴う農民所得の増加。 

●機械活用による作付け面積の拡大。 

●耕作地拡大に伴う生産量の増加。 

●収穫機の更新に伴う収穫時損失の低減。 

●農機のリースサービスによる雇用機会の拡大及び未就労者数の低減。 

●見返り資金活用による農業開発、社会経済事業の実施。 

 

 

4-2 実施機関について 

(1) 組織 

実施体制については 2005年度 2KR実施時と変更がない。｢ア｣国では外務省が外国援助の窓口とな

り調整業務を行い、2KR の実施機関は農業省である。農業省内部では外務省、財務経済省などとの

対外的な取り纏めを対外関係部が行い、実務に関しては農業機材･技術供給およびサービス支援部が

担当している（図 4-1下記組織図中、太枠部分）。本省内農業機材･技術供給およびサービス支援部に

は部長及びスタッフ 4名（会計、秘書含む）が配置されている。主な業務内容は 2KRで調達された

資機材、および他ドナーから供与された資機材の管理（所有者、現状の把握、スペアパーツの管理）、

モニタリングなどを実施している。 
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図 4-1 農業省の組織図 

出所：農業省 

 

               表 4-1 2KR実施担当機関 

（担当業務）      （機関名） 

要請窓口 外務省 

実施責任担当 農業省 

要望調査票作成担当 農業省 

入札実施責任担当 農業省、財務経済省 

資機材販売･配布担当 農業省 

見返り資金積み立て･管理担当 財務経済省 

B/A（銀行取極め）締結担当 中央銀行 

通関及び資機材の保管 NURNUS社 

      出所：農業省 

 
 (2) 予算 

過去 4年間の｢ア｣国、国家予算及び農業省予算（支出ベース）については下記表 4-2のとおり。 

  

表 4-2 「ア」国国家予算及び農業省予算（2004～2007年度） 

（単位：1,000 US$） 

 年度 2004  2005 2006 2007（予算）

年間国家収入  513,867.3  754,541.7  993,390.0 1,449,501.2 

年間国家支出  594,318.4  862,155.9 1,161,633.1 1,651,962.1 

内 年間農業省支出   10,944.2    9,563.4    22,576.5    34,817.3 

内 海外援助     6,479.4    3,996.8     9,904.6    15,825.4 

出所：農業省資料 
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「ア」国の国家予算は支出ベースで 2004 年度の約 5.9 億ドルから 2006 年度には約 11 億ドルと 2

倍程度に拡大し、2007年度予算では 16億ドルを超える規模となっている。農業省予算（支出ベース）

は 2004年度の約 1千万ドルから 2006年度で 2千 2百万ドル。2007年度予算で約 3千 5百万ドルと

順調に拡大してきている。ただし農業省予算のうち 4割程度が海外からの援助資金であり、依然とし

て海外からの支援が大きな比重を占めている。 

 

 
4-3  要請内容およびその妥当性 

 

(1) 対象地域 

対象地域は全国 8州（シラク、ロリ、タヴシュ、アラガツォトン、コタイク、ゲハルクニク、

ヴァイヨゾール、シュニク）とし、そのうち山間部や国境地帯及び自然災害の被害を受けた地域

を優先する。対象地域から外れたアララト、アルマヴィールの 2州及びエレバン（首都）は、気

候が対象地域の 8州と比べて温暖であり、果樹栽培の盛んな地域である。対象となる 8州はいず

れも平均標高が 1,400ｍ以上であり傾斜がきつく土壌が硬いため、営農状況が前述の 2州や首都

と比べ厳しいものの、耐寒性の高いコムギ、ジャガイモの栽培が従来から盛んな地域であること

から、2KRの対象地域としては妥当である。詳細な標高、土壌等のデータを以下に示す。 

 

             表 4-3 各州の土壌の特徴 

1 アラガツォトン 2300
3－7度(48％)

7－12度(29％)
37 27

2 ヴァイヨゾール 2000
3－7度(46％)

7－12度(35％)
35 30

3 ゲハルクニク 2600
3－7度(36％)

7－12度(30％)
37 27

4 コタイク 1900
3－7度(57％)

7－12度(20％)
30 28

5 ロリ 1950
3－7度(57％)

7－12度(20％)
45 28

6 シュニク 2000
3－7度(39％)

7－12度(41％)
35 28

7 タヴシュ 1800
3－7度(33％)

7－12度(33％)
30 29

8 シラク 1400
3－7度(42％)

7－12度(19％)
30 26

9 アララト 1200
3度以下(55％)
3－7度(28％)

9 40

10 アルマヴィール 1000
 3度以下(62％)
3－7度(24％)

15 42

出所:「アルメニア共和国土壌アトラス」土壌学及び農業化学学術研究所1990年

土壌水分率
(%)州 平均標高（ｍ）

平均勾配

（州内の割合）

石の含有度
(%)
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 (2) 対象作物 

対象作物は、主要穀物であるコムギとジャガイモである。｢ア｣国の主食はコムギであり、準主

食と言えるのがジャガイモである。FAOの統計（FAOSTAT）によれば、2005年度の「ア」国に

おける一日あたりのカロリー摂取量の内訳はコムギが約 40％と一番多く、ついで乳製品の 22％、

ジャガイモ 12％の順である。また第 2章、表 2-4主要農産物の栽培面積にもあるとおり、「ア」

国におけるコムギの栽培面積は 2002 年以降 2006 年まで一貫して穀物全体の約 60％を占めてい

る。穀物以外では果樹に次いでジャガイモの栽培面積が大きく、両作物とも「ア」国における主

要なカロリー源となっていることからコムギ、ジャガイモを対象作物とすることは妥当である。 

 

 

(3) 要請品目・要請数量 

1）要請品目 

貧困削減を図る「ア」国の国家開発計画の下、食糧安全保障を重視する農業開発計画に基づき、

コムギ、ジャガイモの増産を目指す中、要請品目はそれら計画に寄与する目的で要請されている。

調査の結果、要請品目・数量は以下、表 4-4のとおりとなった。 

 

表4-4 要請品目・要請数量 

カテゴリー 品目 主な仕様 数量 優先度 

乗用トラクター 4WD 80馬力以上 60 台 1 

ボトムプラウ 上記トラクター用 60 台 1 

ヘイベーラー 上記トラクター用 60 台 1 
農業機械 

コンバインハーベスター 125馬力以上 20台 2 

 

当初の要請品目のうち、トラクター及びボトムプラウ、ヘイベーラーなど作業機の優先度が高く、

次いでコンバインハーベスターとなっている。サイト調査では耐久年数を越えた旧ソ連製の老朽化

した農業機械（一番新しいものでも購入から 20年以上を越えている）が多く、その更新、絶対数

の不足を訴える農家の声が多かった。 

「ア」国では 1991 年のソ連崩壊以降、農業機械の新規導入は日本の 2ＫＲ、中国、インド等の

支援によるものが大半を占めており、高価格のため一般の農家が購入するのは困難である。そのた

め農業機械を扱うディーラーは少数で国内市場は未成熟である。1996年度以降実施された 2KRで

は、通常、輸入価格よりも安い価格で購入できることから、「ア」国において農業機械を調達する

貴重な手段となっている。サイト調査で訪問した農家でも 2KR が日本の援助であることは広く知

られており、2KR 機材を購入するために村全体で世銀の農村開発支援プログラムを受ける例など

もあり、結果的に他ドナーとの連携も実現されるようになっている。 

 

①トラクター 

今回の要請は 2005年度 2KRで調達した 60馬力トラクターより大型の 85-100馬力である

ため、貧困農民支援の主旨から、大型になれば単価も上がり、貧困農民の購入が困難になる
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こと、調達台数も減少することなどを確認した。農業省によれば 2003 年度 2KR のモニタ

リング、2005 年度 2KR 機材購入者からのヒアリング（リエゾンミーティング）などから、

山間部の傾斜がある土壌の固い耕地では、より馬力の強いトラクターのニーズが高いことが

確認されたため、要請トラクターの馬力を 2005年度から変更したとのことであった。調査

団からは当初要請地域には山間部とはいえない州も含まれていることを指摘したところ、主

として平坦な耕地の多いアルマヴィール、アララトの 2 州を除くこととなった。また 2007

年度 2KRでは、より貧困農民に裨益するため、経済的に購買力の乏しい農民個人ではなく、

農民組織、農村コミュニティーのグループに販売対象を限定し、かつその農民グループ内の

貧困農民の割合を入札参加資格に付け加えることも検討している。世銀からのヒアリングに

おいても世銀で調達しているトラクターは 80～90 馬力のものが多い。以上から要請品目は

妥当と判断される。 

なお入札時の競争性を確保するため、多くのメーカーが販売している 80 馬力以上とする

ことが望ましい。 

 

②ヘイベーラー、ボトムプラウ 

ヘイベーラーについては家畜飼料作成用だけではなく、小麦収穫後の茎（麦わら）の部分

を梱包し、堆肥(糞尿)を混ぜ合わせ有機肥料を作成するためにも活用しており、2001 年度

2KR においても調達実績がある。同機材があれば従来は廃棄されていた麦わらを効率的に

集めることができ、有機肥料を作成することにより、トラクターの効果的な運用が可能にな

るとの声が多かった。農業省の資料によると有機肥料の投入により、カリウムが補給されジ

ャガイモの生産性が 40％以上向上したとの例もある。また 2005 年度 2KR ではトラクター

本体のみの調達で作業機がなかったことからも要望が強く、現状は老朽化した旧ソ連製のヘ

イベーラーを使用する農家が多いことから、そのニーズが高いことが確認できた。ボトムプ

ラウについても耕起作業には不可欠な作業機であり、2005 年度での調達がなかったことか

ら、ヘイベーラー同様に農家のニーズは高いことが確認されている。以上から要請品目とし

て妥当と考える。  

     

③ コンバインハーベスター 

コンバインハーベスターについては125馬力で2005年度に調達された品目と同様であり、

サイト調査でも 1998年度 2KRで調達されたコンバインが今も順調に稼動している様子が確

認できた。スペアパーツは不足しているものの、既存の部品などでメンテナンスをおこなっ

ていることから、維持管理面でも大きな不安はない。本年度要請では優先度がトラクターに

比べて低くなっているが、収穫時には欠かせない農業機械であり、本機材の有無が収穫量に

直結するものである。①トラクターでも言及したように、より貧困農民に裨益するために販

売対象を個人農家ではなく農民組織、農村コミュニティーなどのグループに限定する予定で

ある。以上から要請品目として妥当と判断できる。 

 

 

 

28



 

 

 

2）要請数量 

要請数量の妥当性を確認するために「ア」国全体の耕作面積、農業機械の必要台数、年間平均稼

動日数等の 2007 年度のデータを農業省から入手した。これによると対象地域（8 州）におけるコ

ンバインハーベスター、トラクターの稼動台数はそれぞれ 1,059 台、8,589 台であり、その大半が

耐用年数を超えたものである。耕起する地域が主として山間部であり土壌の硬い耕地が多いため故

障が多発している。 

なおコンバインハーベスターについては作物の収穫時に使用するため、土壌の硬さの影響をトラ

クターほどは受けてはいない。要請品目であるコンバインハーベスター、トラクターの対象地域に

おける必要数量を試算したのが表 4-5である。要請数量は試算された対象機材（特にトラクター）

の不足台数の一部を補填するものであり、要請数量は妥当と考えられる。 

 

                表 4-5 要請数量の妥当性 

対象機材 コンバインハーベスター トラクター

対象作物
穀物

（コムギ、オオムギなど）
穀物、ジャガイモ

a 対象面積 (ha)* 137,705 841,790

b 一日あたりの作業面積

(ha/day) 3.00 1.25

c 稼働日数 (day) 40 70

d 一台あたりの年間作業可能面
積 (ha) ＜b×c＞ 120 88

e 必要数量＜a/d＞ 1,148 9,620

f 稼働台数 1,059 8,589

g 不足台数＜e-f＞ 89 1,031

要請数量 20 60

*トラクターの対象面積は、耕地を5回作業することとして計算したもの。  
出所：農業省、JICS資料 
 

(4) ターゲットグループ 

当初要請書では全国 10 州（首都エレバンを除く）が対象地域となっていたが、農業省との協

議の結果、上記 8州が対象地域となった。これら 8州では山間部の傾斜地で土壌の硬い耕地で農

作業をおこなっており、同地域内の 1ha以下の農地を持つ小規模農家を 2KRの対象としている。

「ア」国の 2KR では小規模農家がコンバイン、トラクターなどの農業機械を購入することは経

済的に困難であるため、通常の市場価格より安価な価格を設定し、入札により、2KR資機材の購

入者を決定している。2007年度分からは小農、貧困農民により裨益するため、販売対象を農民組

織、農村などのグループに限定し、所属する農民の営農状況、小規模農家、貧困農民の割合等（具

体的な数字は農業省で検討中）を入札参加資格とする予定である。 
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(5) 調達スケジュール 

「ア」国における耕作地は地域により高度及び気温が大きく異なるため、州によって農作業時期

に広い幅があるのが特徴である。図 4-2は「ア」国のコムギ、ジャガイモの平均的な栽培スケジュ

ールを示したものである。コンバインハーベスターについてはコムギの収穫に間に合うよう 5月ま

でに到着するような調達スケジュールが望ましい。またトラクター及びその他の作業機についても、

秋播きコムギの耕起に間に合うように国内入札を考慮し、5月までに現地に到着するスケジュール

が望ましい。 

 

図 4-2 「ア」国における主要農産物の栽培体系 

出所：農業省、JICS資料 

 

(6) 調達先国 

農業機械の調達先国についてはこれまで一定水準の品質が期待できる DAC加盟国に加えてロシ

ア、ベラルーシ、ウクライナを調達適格国に加えていた。「ア」国農業省によればロシア、ベラル

ーシ、ウクライナ製品が調達された場合、スペアパーツの供給について過去に調達された DAC諸

国製品より簡易かつ安価に入手できるとしており、今回のサイト調査やディーラーからのヒアリン

グからも同様の情報を得ている。また本年度はヘイベーラーが要請されており、同品目はモルドバ

でも製造しているため、調達先国にモルドバも追加したい旨、農業省から要望があった。近隣諸国

において過去実施された 2KRで上記国製の機材が調達、活用されている実績もあることなどから、

調達先国として表 4-6のとおり DAC加盟国にロシア、ベラルーシ、ウクライナ、モルドバを加え

るのは妥当と考えられる。 

 

表4-6 調達先国 

品目 調達先国 

農業機械 

オーストラリア、オートリア、ベルギー、カナダ、デンマーク、フィンランド、フランス、

ドイツ、ギリシャ、アイルランド、イタリア、日本、ルクセンブルグ、オランダ、ニュー

ジーランド、ノルウェー、ポルトガル、スペイン、スエーデン、スイス、英国、米国、ロ

シア、ベラルーシ、ウクライナ、モルドバ 

 

 

作物名
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

小麦(春播き） △ △□ △□○ □○ ○□ □ □ ◎◇ ◎◇ ◎◇ △ △

小麦(秋播き） □ □ □ ◎
◎◇△
□

◎◇△
□○

◎◇△
□○

○

ジャガイモ □ □ □○ ○□ ○□ □◎ ◎ ◎ ◎△ ◎△ △ △

凡例： 耕起：△     播種／植付：○     施肥：□     防除：▲     収穫：◎     脱穀：◇

月

元肥

　追肥元肥

　追肥

元肥 　追肥

コムギ（春播き） 

コムギ（秋播き） 
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4-4 実施体制及びその妥当性 

 

(1) 配布・販売方法・活用計画 

資機材の配布体制については、2005 年度と大きな変更はない。まず両国政府間による交換公文

の締結を受け政令により、2KR 機材の入札に関する管轄省庁等が確定される。(農業省が入札を主

催、入札図書は財務経済省が作成するなど) その後、農業省が調達機材の入札開催の公示を現地

新聞に行う。 

実務的には図 4-3のとおり、農業省、財務経済省等から構成される入札委員会が、入札において

応募した農民組織や農民コミュニティーの構成員の営農状況、保有農機の有無・台数、農地の状況

などを確認の上、落札者を決定する。また入札会の実施は元国営企業で 1996年以来 2KR資機材の

入札、通関、保管、メンテナンスを担当している NURNUS 社の支援も受けている。（同社は入札

委員会のメンバーにもなっている）落札者と購入数量なども新聞紙上で公表され、落札後 20営業

日以内に機材代金の入金確認後、NURNUS 社の倉庫に保管されている機材が落札者に引き渡され

る。 

なお前述のように 2007年度については小規模農家及び貧困農民により直接的に裨益するよう、

入札参加者を農民組織、農村共同体などのグループに限定するとともに、構成しているメンバー中

の小規模農家、貧困農民の割合を入札参加資格とすることを検討中である。 

 

 

              図 4-3 2KR資機材の販売体制 

出所：農業省、JICS資料 

 

2007年 9月、今回の調査で確認された 2005年度 2ＫＲの調達品目の販売状況は表 4-7のとおりで

ある。2005年度 2KRで調達された機材のうち、肥料（CAN）はコムギ（秋播き）の施肥時期が終了

する本年 10月頃までにすべて販売される予定である。本年 9月末時点での肥料（CAN）の在庫は約

324トンであり、NURNUS社の倉庫に保管されていることを確認した。 

また 2005年度と同様、2007年度についても供与機材の一部を山間部や国境地域の営農状況の厳し

い農民組織に対し、無償で 2KR 機材を配布することを「ア」国農業省は検討している。これは国家

入札/ 発注 

農民組織、農村コミュニティー等 

NURNUS社 

（保管･メンテナンス） 

<入札委員会> 

農業省、財務経済

省、NURNUS社 

輸送は落札者の

費用負担 

契約代金振込み/

見返り資金積立

(CPF)  

アルメニア中央銀行 

見返り資金積立口座(財務経済省) 

農業省 

財務経済省 

契約 
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政策上の貧困対策、国境周辺地域支援策の一環として実施するもので、2005 年度は貧困の深刻度、

住民流出等の状況を考慮してタヴシュ州の 2 つの農民組織に対しコンバインハーベスターを無償配

布した。農業省は、耕地面積、営農状況（収穫物の種類、収穫量等）、年間収入等のデータを元に対

象農家（農民組織）を最終決定しており、無償配布した機材については、政府予算および政府内の基

金から販売価格を見返り資金として補填されている。 

 

 

                表 4-7 2005年度 2KRの配布状況 

アララト 28

ゲハルクニク 0

シラク 0

ゲハルクニク 3

タヴシュ
2*無償
配布

アラガツォトン 1

アララト　 2

ゲハルクニク 3

シュニク　 1

シラク　 1

タヴシュ　 3

コンバイン
ハーベスター

2007/5/7 終了－05

11 0

到着日

2007年10月末NURNUS社倉庫

販売数量
(B)

保管場所
在庫数量
(C) = (A)-
(B)

販売時期

352.62007/3/7

販売先(州）品目

終了トラクター 2007/2/7 －

調達数量
(A)

324.6肥料（CAN）

 

  出所：農業省、JICS資料 

 

1）農業機械の修理  

2KR資機材を購入した農家が農業機械の修理を希望する場合は、NURNUS社や各州のアグロ

サービス社（元国営企業の農業関連民間会社）に連絡する。NURNUS はソ連時代にモスクワか

ら配給された全ての農業機械を保管する「ア」国の中央農業機械センターとして各州のアグロサ

ービス社と提携しており、農業機械の保守、管理について「ア」国で最も経験豊富な企業である。

また、ワークショップの修理機材は老朽化しているものの、長年ソ連製の農業機械を長く修理し

てきた経験から整備技術は優れている。2KR で調達した日本製、イタリア製、フィンランド製

などの機材も取り扱った経験を有し、新型農業機械の保守についても対応しており、これまでに

2KRで調達された農業機械は概ね良好な状態で保守、活用されている。 

 

2）スペアパーツの供給 

2KRで調達した農業機械のスペアパーツも NURNUS社で保管、管理される。在庫が無い場合

は、農民の注文を受けて同社から納入会社又はメーカーへ連絡し、必要なスペアパーツを購入す

る。同社は広大なスペアパーツ保管庫を所有し、2KR機材のみならず、「ア」国全土で利用され

ている旧ソ連製機材のスペアパーツ供給基地の役割を担っている。 
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(2) 技術支援の必要性 

今回要請されている農業機械は「ア」国内で広く使用されている資機材であり、使用法につい

ても農家が熟知していることから、ソフトコンポーネントの要請はない。調査団は要請されてい

る資機材が旧ソ連時代から使用されている資機材であること、2KR 資機材のメンテナンスを担

当している NURNUS社が十分な技術力を持って農業機械の整備を実施していること、調査期間

中に農業機械が適切に整備されているのが確認されたことから、技術支援の必要性は無いと考え

る。 

 

 (3) 他ドナー･技術協力等との連携を通じたより効果的な貧困農民支援の可能性 

サイト調査、世銀プロジェクトオフィスでのヒアリングの結果、世銀の実施する高地、国境周辺

地域の農村開発支援プロジェクトの支援を受けたゲハルクニク州の 2村が 2005年度 2KRにて調達

されたコンバインを購入していることが判明した。購入代金の乏しい農村コミュニティーが 2ＫＲ

の調達機材を世銀の支援を受け購入したもので、結果的に世銀のスキームと連携したものであり、

グッドプラクティスの一例になると思われる。 

また農業省では2007年度から独自の予算により農家向けの補助金プロジェクトを試験的に開始

している。これは洪水、旱魃、冷害等の自然災害に被災した小規模農家に対し1haあたり35,000AMD

を支給するもので、本年度はアラガツォトン、ゲハルクニクの2州15村の農家約2,100戸が対象とな

り、総額で165,594,000 AMDが支出される予定で、2KRと補助金プロジェクトとの連携の可能性も

期待される。 

なお貧困農民または小規模農家支援に特化して活動しているNGOの数が少なく、本スキームと

NGOとの直接的な連携は現時点では困難であるが、NGOから2KRに対する意見を積極的に聴取し、

今後のプロジェクトに活用して行きたいとのコメントが農業省からなされた。 

 

(4) 見返り資金の管理体制 

1）管理機関 

見返り資金については、財務経済省国庫債務管理局が管理を行っている。積み立て口座は年度

毎に開設され、中央銀行が発行する出入金明細書により、積立額が正確に把握されている。ここ

3年の案件の見返り資金積み立て状況（2007年 9月現在）は表 4-8のとおり。2005年度分につい

ては肥料の販売途中であるが、積み立てが進んでいる。 

なお 2005年度案件については、2006年 3月時点の義務額算出のための為替レート（451AMD/$）

が、急激な AMD高のため 30％強の 336AMD/$となっており、積立額が義務額を下回る見通しで

ある。引き続き積み立て努力はしていくものの、義務額まで積立てるためには、資機材の販売価

格を引き上げざるを得ないため、貧困農民の購入が阻害される旨、農業省より説明を受けた。調

査団からは「ア」国側の状況については理解するものの、引き続き義務額積み立てのための出来

る限りの努力を継続してほしい旨、伝えた。 
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表 4-8 見返り資金の積み立て状況 

AMD/$ JPY/$ AMD/
JPY

2001* 572.10 131.20 4.36 77% 658,097,002 661,249,009 100.5% 2002/3/6 2006/3/5

2003* 562.89 108.62 5.18 35.0% 239,568,378 238,485,823 99.5% 2004/3/22 2008/3/21

2005 451.00 117.31 3.84 50.0% 138,347,546 75,973,000 54.9% 2006/3/9 2010/3/8

積立額 (AMD)積立義務額

 (AMD)年度 E/N 署名日積立状況

交換レート
積立義務率
（FOB 価格）

*「ア」国、日本両政府の協議により積立義務率を確定

積立期限

 
出所：財務経済省、農業省 

 

2）積立方法 

落札者は機材の引渡しを受けるため、落札後20営業日以内にアルメニア中央銀行の見返り資金積

立口座（財務経済省名義）に機材代金の支払いを完了する。口座の積み立て状況の確認については

財務経済省が行っている。 

 

3）見返り資金プロジェクト 

見返り資金を使用したプロジェクトは表 4-9のとおりである。農業省の申請に基づき日本国大使

館との実施協議を経た後、プロジェクトが実施されており、手続き上の問題はない。今回訪問した

「フラズダン川洪水･農地浸水対策計画」（2006-2007 年）では総計 1,300ha の農地を耕作する農民

が裨益対象となっており、流域の小規模農民を含むその人数は 10,000 人に達している。同プロジ

ェクトでは全長 36kmに及ぶ地域で護岸工事、川底の堆積物の撤去を実施中であり、従来、冬季の

雪解け水や降雨で春、秋に増水し洪水で大きな被害を被っていた対象地域（アララト、アラガツォ

トン州など）における農地保全にも大きな効果を上げている。 
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表 4-9 見返り資金プロジェクトの実績と計画 

承認金額

(AMD)

2002 2003 灌漑農地の改良 灌漑農地の改良。排水溝の浄化・修理、雑草防止策等 307,500,000

2002 2003 灌漑農地のモニタリング 灌漑された農地のモニタリングと台帳作成作業 17,000,000

2002 2003 新規灌漑技術の導入 灌漑及び農業作物の状況確認、新規灌漑技術導入 25,500,000

2003 2003 灌漑農地の改良 灌漑農地の改良。排水溝の浄化・修理、雑草防止策等 270,000,000

2004 2004-2005 エレバン植林拡充及び森林保護対策 植林面積の拡大、森林保護対策実施、森林地の増強 254,000,000

2004 2004-2005 コタイク及びゲハルクニク州での洪水対策 農地水没の防止 246,000,000

2005 2005-2007 フラズダン川洪水･農地浸水対策計画
国内最大規模の河川流域の護岸整備、洪水対策および農

地保全
583,200,000

2005 2005-2007 コタイク、ロリ州造林拡充及び森林保護対

策
造林面積の拡大、森林保護対策実施、森林地の増強 399,750,000

2007 2007-2008 緑地ゾーン回復プロジェクト

(エレバン市、シラク州)
緑化及び森林伐採地への植林 399,308,000

以下は計画

2006 2008 アララト州における農地保護対策プロジェ

クト
対象地域内の農地改善、灌漑施設補修、改善 79,548,422

2007 2008
エレバン市、 ロリ州、タヴシュ州、シュニ

ク州及びシラク州における森林再生プロ

ジェクト

対象地域の植林による森林回復とともに、灌漑水の供給

による州内の植林環境の整備
399,980,000

2007 2008-2009 フラズダン川洪水･農地浸水対策計画
国内最大規模の河川流域の護岸整備、洪水対策および農

地保全
399,404,179

計画年度 実施年度 計画名 計画内容

 
出所：農業省、JICS資料 

 

4）外部監査体制について 

   2003年度2KRに関する外部監査機関の選択方法は、契約金額が小額なため、財務経済省国庫債

務管理局が保有している監査機関（民間）リストを元に問い合わせを行い、契約予定金額内で実

施を受けることを承諾した最初の監査機関を選択した。2003年度調査時においても監査報告書に

は、資金の出入り、および使途についての記載があること、出入金明細書と整合性がとれたこと

から、適切な監査が行われたものと報告されている。2005年度2KRについては前述のように肥料

（CAN）の販売が完了する2007年10月以降に実施する予定である。 

 

(5) モニタリング・評価体制 

機材配布後のモニタリングについては、農業省及び農業省と契約している NURNUS社が実施し

ており、案件ごとに農業省によってモニタリングレポートが作成されている。機材の定期点検及び

保守整備についても同社を通じて農機メーカーの現地ディーラーにより実施されており、2005 年

度のモニタリングは、肥料（CAN）の販売が完了次第、実施される予定である。 

プロジェクトの評価体制としては、「ア」国内に在外日本公館及び JICA 事務所がないため、在

ロシア日本大使館が兼轄している。通常は同大使館担当書記官が年数回の出張時に農業省や関係省

庁と協議を行い、2KR が適正に実施されているかの確認するとともに、年度ごとのコミッティ（政

府間協議）に出席し、アルメニア側とともに実施状況の確認及び協議を行っている。 
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(6) ステークホルダーの参加 

農家からの2KR機材に関する情報はスぺアパーツを保管しているNURNUS社に集まることが多

いため、同社を中心に農業省も同席のうえ、2KR 機材の購入者と機材のメンテナンス、スペアパ

ーツの調達希望等について定期的に会合を持っている。 

 

(7) 広報 

過去の供与及び見返り資金プロジェクトに関する新聞の切り抜き、大使館からの聞き取りから、

積極的に広報活動が実施されていることが確認された。さらに見返り資金のプロジェクトに関する

ビデオ等も作成されている。「ア」国政府は、交換公文の署名時に加えて、資機材到着時の引渡し

式、コミッティ開催時のテレビニュースでの報道も行っており広報努力に努めていることが確認さ

れた。 

 

(8) その他（新供与条件について） 

新たな供与条件である①見返り資金の外部監査、②見返り資金の小農・貧農支援への優先的使用、

③ステークホルダーの参加機会の確保、④コミッティ（政府間協議会）と連絡協議会（平成 19年

度からは年 2回）の開催については「ア」国では既に導入、実施済みである。 
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第 5章 結論と課題  

 

5-1 結論 

 
ソビエト連邦の一員であった時代の社会主義体制の下、「ア」国の農業は、ソフホーズ（国営農場）

及びコルホーズ（集団農場）による大規模経営が中心であった。1991 年のソ連崩壊以降は農地改革

が急速に進み、大部分の農地が農民に配布され、多数の小規模農民を創出する結果となった。同時に、

国家による農産物の買い上げ制度、配給制度、農産物の生産に対する補助金、消費者価格の統制など

も全て廃止された。こうした改革への動きの中で、農業は他産業ほど成長せず、制度の改変により混

乱、停滞した。 

この原因としてはソ連時代の商品作物であった果樹生産を中心とする農業形態から、独立国家とし

て食料安全保障を確保するため主要穀物であるコムギやジャガイモの生産へシフトせざる負えない

状況に陥ったこと。また、そのコムギやジャガイモの大部分が自家消費に当てられ、市場への流通が

進まなかったことなどが挙げられる。 

「ア」国ではソ連崩壊後、市場経済化を目指し、競争力のある農家の育成を通じて農業の基盤強化

を図っているが、過渡期である現状においては、小規模農家を何らかの形で支援していく必要がある。

サイト調査及び農業省、関係機関とのヒアリング等でも 1996年度以降実施された 2KRは、農業機械

の新規導入がほとんど進んでいない「ア」国において重要な役割を担ってきたと評価されている。 

また平成 17年度に 2KRの名称が貧困農民支援に変更になったことを受け、｢ア｣国はより貧困農民

に裨益するように販売対象を貧困農民を含む農民組織、農村共同体などのグループに変更するなど、

貧困農民支援の主旨も十分に理解している。さらに見返り資金を活用したプロジェクトで旧ソビエト

時代に建設され老朽化した灌漑施設の復旧や洪水を繰り返していた河川の護岸改修工事などを実施

しており、貧困農民に裨益するものとなっている。 

こうした経緯を踏まえ今年度の 2KR の要請内容については対象地域が山間部及び自然災害の被災

地域となっており、要請品目についても同地域で使用するに適切な農業機械を選択していることから

貧困農民の生活向上に資するものであり、今年度の 2KRの実施は妥当と判断される。 

 

5-2 課題/提言 

 

（1）課題 

1）他ドナー等との情報交換 

過去「ア」国に対し、中国、インドなどがコンバイン、トラクターを供与したことが確認されて

いるが、現地調査を実施した 2007年 9月時点では今後、他ドナーによる農業機械の供与計画につ

いては確認されなかった。ただし、中国と「ア」国政府は包括的な農業支援について協議中のため、

今後、従来実施されたような農業機械の供与も検討される可能性がある。「ア」国農業省に対して

はそうした動きがあればすぐに日本大使館等を通じて、日本側に連絡するとともに、他ドナーの供

与が実施される場合でも村レベルでの対象地域の重複を避けるよう要請しているが、引き続き「ア」

国側との緊密な情報交換が必要と思われる。 
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 2）無償配布における手続きの透明性、公平性の確保 

「ア」国では国策として山間部や国境地域及び自然災害を受けた地域の振興を掲げている。それ

に基づき 2005年度においては、2KR対象地域の選定を行った結果、タヴシュ州の 2箇所の農民組

織に対してコンバインハーベスターを無償配布している。無償配布分の見返り資金の積立について

は農業省予算及び農業省内の基金から補填しており、貧困農民支援の主旨及び「ア」国の政策上か

らも、その必要性は理解できるものとなっている。「ア」国側は 2007年度においても同様の計画を

有しており、2KR の実施が決定された場合は、詳細に検討する予定である。2KR 機材の無償配布

が今後も継続される場合は、その対象地域の選定、見返り資金の積み上げ方法等につき、農業省内

で慎重に検討するとともに、対外的にも無理なく説明できるよう、手続きの透明性、公平性に留意

した仕組みを構築して行く必要がある。 

 

（2）提言 

1）他ドナー等の連携 

サイト調査、世銀プロジェクトオフィスでの聞き取りの結果、世銀の実施する高地、国境周辺地

域の農民支援プロジェクトの支援を受けた農村コミュニティー（ゲハルクニク州）が共同で 2005

年度 2KR で供与されたコンバインを購入している事例があった。これは結果的に他ドナーとの連

携が図られていることになり、購入資金の乏しい農民組織や農村コミュニティーにとっては、新規

に農業機械を購入するための有効な手段となっている。こうした事例は今後のグッドプラクティス

になると思われる。また今後、米国による MCA プログラムにより、「ア」国全体、特に農村地域

の灌漑や道路整備が大規模に実施される予定のため、こうしたプログラムで農業インフラが整備さ

れた地域を 2KR の対象地域とすれば、相乗効果を生み出し、農業生産性の向上に結びつけること

も可能と思われる。 

 

2）見返り資金の積立 

見返り資金の積立については急激な「ア」国通貨の下落により、特に 2005年度分の積立義務額

の達成が困難な状況であるが、引き続き鋭意努力する旨の説明が農業省からあった。見返り資金の

積立が現地通貨によってなされ E/N 署名時の為替レートにより、積立額が決定されている現状で

は、常に為替変動の影響を受けることになる。今回のように極端な通貨下落で積立義務額までの積

立が困難な場合については、被援助国に対しては積立努力を促すとともに、仮に最終的に積立額に

達しない場合、日本側の柔軟な対応も必要と思われる。 

 

3）被援助国側の自助努力 

2007 年から「ア」国農業省の独自予算による、小規模農家向け（自然災害に被災した農家）補

助金プロジェクトが試験的に開始されるなど「ア」国の自助努力的な支援も実施されていることが

説明された。こうした動きは 2KR を契機に「ア」国側で鋭意工夫した結果でもあり、今後も小規

模農家、貧困農民への支援に対する「ア」国自身の積極的な取り組みが継続されることが望まれる。 
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１．協議議事録
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